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川崎市における近年の化学物質実態調査について

──公共用水域および地下水における環境調査＊

関 昌之＊＊・千田千代子＊＊
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要 旨

川崎市域における環境水質に係る化学物質環境調査について，近年の結果をとりまとめ
た。調査対象物質は，PRTR排出量，調査実績，基準等の設定および分析法の有無等を調
査した上で決定した。調査地点は，公共用水域２３地点および地下水数十地点のうちから調
査対象物質の特性に応じて選定した。調査は，対象物質の優先度を考慮した上で毎年，計
画的に実施した。その結果，要監視項目指針値などの基準値超過や，高率での検出が見ら
れた物質が１，４―ジオキサンをはじめいくつか見出された。未調査の化学物質が数多く存在
し，また，新たに調査対象とすべき化学物質が今後も出現すると推測されることから，計
画的な調査計画の立案と分析法の高度化の必要があると思われる。

1. は じ め に

川崎市は過去に深刻な大気汚染や水質汚濁問題

を経験し，それらを克服した歴史を持っている。

現在，これらの原因となった物質に対しては環境

法令に基づく排出規制が行われており，規制を遵

守している限りにおいては，それらによる深刻な

環境問題を引き起こす可能性はほとんどない。

しかし，現在，天然物由来のものを含めると数

千万種といわれる化学物質１）は，人の健康や環境

への影響が明らかでない物質が大半を占め，ま

た，それらの多くは環境法令上の規制が行われて

いない未規制化学物質である。このような物質が

われわれの生活に影響を与える恐れがあることが

周知となったのは，１９９６年以降，世界的に取組み

が行われた外因性内分泌撹乱化学物質（EDs）の問

題であろう。未規制の化学物質が，影響を予測し

なかった微かな量で生物の生存条件に影響を与え

ることが懸念された。

幸い，環境庁 SPEED’９８において EDsの疑いが

懸念された物質は，ダイオキシン類など一部の例

外を除き人間の生存に深刻な影響を与える恐れは

小さいことが判明しつつある。しかし，前述のよ

うに環境や健康への影響が不明確な化学物質が多

いため，化学物質に対する知見の収集および環境

実態の把握は，環境行政上，重要であることはい

うまでもない。

本市では，環境中の未規制化学物質について

EDs問題の以前から各種の環境調査を実施し，実

態の把握に努めてきた。その中で，この問題は化

学物質に関する環境実態調査の必要性を強く意識

させる契機にもなった。今回，SPEED’９８に関す

る調査がほぼ終息して以降，現在までの１０年程度
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の間に，本市が実施した化学物質に係る環境調査

結果を取りまとめたので報告する。

2. 調査計画について
2.1 調査の考え方

未規制物質に関する環境実態調査の実施上の問

題は，対象物質数が膨大で，かつ，環境や健康へ

の影響が不明確な物質が多いために調査の優先順

位が付けにくいことである。

本市では，市域における PRTR排出量，過去の

調査実績および各種基準等への採用状況（EDs懸

念物質，要監視項目，要調査項目等を優先）など

を考慮し，５００物質弱の調査候補物質リストを作

成した。これらの物質から，要監視項目，要調査

項目および化学物質分析法開発調査（白本調査）対

象物質等，分析法が確実に存在する物質を選定

し，最終的な調査候補物質とした。これは，すべ

ての調査対象物質について分析法を開発しつつ調

査することは業務量上，現実的ではないからであ

る。

調査の優先順位については，行政的に調査の緊

急性が高いと思われるメチル―tert―ブチルエーテ

ル（MTBE）による地下水汚染２）などを最優先とし，

次いで，その他の未調査物質，既調査物質の再調

査，の順とした。未調査物質については，環境法

令に定められた指針等への採用状況を重視して調

査対象物質を選定した。
2.2 調査対象の物質および水域

前項の考え方に基づいて年度ごとに調査対象物

質を選定した。調査目的は，以下の４つにまとめ

られる。

（1）優先的に対応が必要と思われる物質の実態

調査を行ったもの（優先調査）

他の調査で検出率または検出濃度が高い物

質が発見された，もしくは，未規制化学物質

について社会的に関心が高い問題が発生した

等，他の物質より優先して対応が必要な場合

に実施した。

最初の事例は，米国におけるガソリン添加

剤 MTBEによる地下水汚染問題を受け，日本

でも社会問題化したため市域地下水の実態調

査を２００１年に実施したものである。

もう一つの事例は，２００１年度実施の環境省

化学物質環境実態調査（エコ調査）で２，６―ジ―

tert―ブチル―４―メチルフェノール（BHT）の底

質濃度が全国最高（７７μg/kg-dry）であったた

め市域の詳細調査を実施したものである。

（2）EDsの評価結果を受けて，市域の詳細調査

を行ったもの（EDs詳細調査）

ノニルフェノール（NP）および４―tert―オク

チルフェノール（４tOP）の２物質が魚類に対

し内分泌攪乱作用を有することが確認され，

予測無影響濃度（PNEC）が示された３），４）こと

を受け，実態調査を実施した。また，NPの

前駆体である非イオン界面活性剤等について

も同時に調査した。

（3）新たに水質基準等が設定されたため，実態

調査を行ったもの（新規要監視項目調査）

平成１６年３月に要監視項目の追加および指

針値の一部変更が行われたため５），これらに

係る７物質について実態調査を行った。

（4）PRTR対象物質について，実態調査を行っ

たもの（PRTR対象物質調査）

２００２年度から PRTR制度による排出量等の

届出が開始されたため，対象物質について実

態調査を行った。PRTR制度の対象となる第

一種指定化学物質は３５０種類以上あるが，本

市水域への排出実態がない物質が多い。この

ため，本市水域への排出実態があり，かつ，

水環境中の化学物質調査を進める際に優先的

に知見の集積を図るべき物質と位置づけられ

ている要調査項目に指定されている物質につ

いて優先的に調査を実施した。

上記�～�により調査を実施した物質をそれぞ
れ表 1～表 4に示す。

また，調査対象水域は公共用水域（河川および

海域），地下水および底質から，調査物質の物理

化学的性質や汚染形態を考慮して選択した。

なお，本市はエコ調査に毎年参加しているが，

今回は本市が独自に実施した調査についてのみ記

載した。また，SPEED’９８に基づいて調査した結

果についても割愛した。
2.3 調 査 地 点

本市の公共用水域における化学物質調査地点を

図に示す。河川については，原則として市内河川

の合流または分離点の近傍に合計９地点を設定
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表 1 調査対象物質（優先調査）

調査年度
平成１３年度
２００１

平成１６年度
２００４

平成１７年度
２００５

調査物質

物質名
メチル―tert―
ブチルエーテ
ル（MTBE）

２，６―ジ―tert―ブ
チルフェノール
（２，６―di―tBP）

２，６―ジ―tert―ブチ
ル―４―メチルフェ
ノール（BHT）

２，６―ジ―tert―ブチル―
４―エチルフェノール
（２，６―di―tB―４EP）

２，４，６―トリ―tert―
ブチルフェノール
（２，４，６―tri―tBP）

２，６―ジ―tert―ブ
チルフェノール
（２，６―di―tBP）

２，６―ジ―tert―ブチ
ル―４―メチルフェ
ノール（BHT）

２，６―ジ―tert―ブチル―
４―エチルフェノール
（２，６―di―tB―４EP）

２，４，６―トリ―tert―
ブチルフェノール
（２，４，６―tri―tBP）

種別 要調査項目
要調査項目

EDs関連物質
要調査項目

EDs関連物質

調査の背景，目的
漏洩による地下水
汚染が社会問題化

２００１年度エコ調査で，底質の BHTが高濃度で
検出されたため詳細調査

同左

調査媒体 水質 水質，底質 水質，底質

分析方法
要調査項目
マニュアル

H１２白本一部改変 同左

表 2 調査対象物質（EDs詳細調査）

調査年度
平成１４年度
２００２

平成１５年度
２００３

平成１７年度
２００５

調査物質
物質名 ノニルフェノール

４―tert―オクチル
フェノール

ノニルフェノール
４―tert―オクチル
フェノール

非イオン
界面活性剤

陰イオン
界面活性剤

種別 EDs関連物質 EDs関連物質 EDs関連物質 EDs関連物質

調査の背景，目的 内分泌撹乱化学物質の環境濃度把握 前年度から継続調査
・生態系への影響懸念
・１，４―ジオキサン含有の可能性
・ノニルフェノールを分解生成

・国内生産量大

調査媒体 水質 水質 水質

分析方法 SPEED’９８ SPEED’９８ 上水試験法一部改変

表 3 調査対象物質（新規要監視項目調査）

調査年度
平成１５年度
２００３

平成１６年度
２００４

調査物質
物質名 １，４―ジオキサン

p―ジクロロ
ベンゼン

アンチモン
塩化ビニル
モノマー

エピクロロ
ヒドリン

全マンガン ウラン

種別 要監視項目 要監視項目

調査の背景，目的 新規項目設定 新規項目設定

調査媒体 水質 水質

分析方法 a） a）

a）『水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方法について』（平成５年４月２８日環水規第１２１号環境庁水質保全
局水質規制課長通知）および『水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施行等について』（平成１６年０３月３１日環水企発０４０３３１００３号・環水
土発０４０３３１００５号環境省環境管理局水環境部長通知）

表 4 調査対象物質（PRTR対象物質調査）

調査年度
平成１８年度
２００６

平成１９年度
２００７

平成２０年度
２００８

平成２１年度
２００９

調査物質

物質名 塩化メチル
アクリル酸
メチル

１，３―ブタジエン アクリロニトリル
N，N―ジメチル
ホルムアミド

アクリル酸 １，３―ブタジエン
メタクリル酸
メチル

種別
PRTR関連
要調査項目

PRTR関連
要調査項目

PRTR関連
要調査項目

PRTR関連
PRTR関連
要調査項目

PRTR関連
要調査項目

調査の背景，目的
PRTR対象

水域への届出排出量大
PRTR対象

水域への届出排出量大

PRTR対象
水域への
届出排出量大

PRTR対象
H１９エコ調査で

検出

PRTR対象
水域への
届出排出量大

エコ調査不検出
だ が，PRTR水
域排出量あるた
め詳細調査

調査媒体 水質，底質 水質，底質 水質，底質 水質 水質表層，中層 水質

分析方法 要調査項目マニュアル 要調査項目マニュアル H９白本 H１８白本
要調査項目
マニュアル

H１７白本
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●地点No.

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

地点 No.
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23

　　　　　　　　調査地点名
扇島沖
多摩川河口先
三沢川・一の橋
五反田川・追分橋
二ヶ領本川・堰前橋
二ヶ領用水・今井仲橋
平瀬川・平瀬橋
麻生川・耕地橋
真福寺川・水車橋前
矢上川・日吉橋
早野川・馬取橋

　　　　　　　　調査地点名
末広運河先
大師運河先
夜光運河先
桜堀運河先
池上運河先
南渡田運河先
浮島沖
東扇島沖
川崎航路
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し，市内河川水系ごとに汚染状態を把握できるよ

うに配慮した。また海域については，運河の交差

点，埋立地沖合および多摩川河口先に合計１４地点

を設定し，市域内の海域を網羅した。

地下水については，公共用水域に比べて採水の

機会が少ないため，水濁法第１６条に基づく地下水

測定計画調査等と可能な限り同時に調査を実施し

た。このため，調査年によって調査地点および地

点数が異なるが，可能な限り市域全体を網羅でき

るように配慮した。

3. 調査結果の概要

表 5に優先調査の結果を示す。２００１年度に実

施した MTBEに係る調査では，地下水および公共

用水域ともに検出地点があり，とくに海域の検出

率が高かった。しかし，米国環境保護庁の飲料水

勧告濃度６）と比べると低濃度であり，早急な対応

は不要と思われた。

また，２００４年度に実施した tert―ブチルフェノー

ル類の調査では，海域の底質において BHTが最

大１７０μg/kg-dry検出されたが，河川底質および水

質では全地点で不検出であった。翌年，一部の地

点で再度調査を行ったところ，底質の BHT濃度

に大きな変化はなかった。BHTは食品添加物で

あり，人に対する毒性は低く，健康に悪影響を及

ぼすとは考えにくいが，本市海域の底質に蓄積し

ていることが示唆され，環境に対する影響を含め

て今後も調査を行うことが望ましいと考えられ

た。

表 6に EDs詳細調査の結果を示す。２００２年度

にアルキルフェノール類の調査を実施したとこ

ろ，地下水２地点で NPが，また，うち１地点で

４tOPも検出された。翌年に検出地点の周辺を含

めて１２地点で地下水を再調査したところ，新たに

１地点で NPが検出された。いずれも PNECを下

回る濃度であったが，川崎市の地下水においてア

ルキルフェノール類が初めて検出された事例であ

り，継続的な調査が必要と思われた。

さらに２００５年度には，前年度までに判明したア

ルキルフェノール類の地下水からの検出との関連

性を検討するために，非イオンおよび陰イオン界

面活性剤を調査した。その結果，地下水において

１地点で非イオン界面活性剤が検出されたが，こ

の地点では，NPも検出されており，関連性をさ

らに検討する必要があると考えられた。非イオン

および陰イオン界面活性剤は河川全地点で検出さ

図 化学物質実態調査に係る公共用水域調査地点
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れ，海域水質からも検出された。河川１地点にお

ける陰イオン界面活性剤の検出濃度が，直鎖アル

キルベンゼンスルホン酸およびその塩の水生生物

に対する無影響濃度と同一であったほかは，すべ

て無影響濃度を下回っていた。また，河川の陰イ

オン界面活性剤濃度は，非イオン界面活性剤濃度

より低い傾向があり，これは公共用水域への排出

量，分解性，または底質への吸着性の違いと考え

られた。

表 7に新規要監視項目調査の結果を示す。本

表 5 調査結果（優先調査）

調査年度
平成１３年度
２００１

平成１６，１７年度
２００４，２００５

調査物質
メチル―tert―ブチル

エーテル
（MTBE）

２，６―ジ―tert―ブチル
フェノール
（２，６―di―tBP）

２，６―ジ―tert―ブチル―
４―メチルフェノール

（BHT）

２，６―ジ―tert―ブチル―
４―エチルフェノール
（２，６―di―tB―４EP）

２，４，６―トリ―tert―
ブチルフェノール
（２，４，６―tri―tBP）

水質に係る基準値等（μg/l） ２０～４０ ― ０．６９ ― ―

基準値種別 USEPA飲料水勧告濃度 ― PNEC ― ―

地
下
水

濃度範囲（μg/l） ＜０．０１～０．１１

検出地点数／測定地点数 ２５�７６

基準超過地点数／測定地点数 ０�７６

河
川

水
質

濃度範囲（μg/l） ＜０．０１～０．４１ ＜０．０５０ ＜０．０５０ ＜０．０５５ ＜０．０２０

検出地点数／測定地点数 １�８ ０�９ ０�９ ０�９ ０�９

基準超過地点数／測定地点数 ０�８ ― ― ― ―

底
質

濃度範囲（μg/kg―dry） ＜１．９ ＜６．４ ＜３．３ ＜７．０

検出地点数／測定地点数 ０�３ ０�３ ０�３ ０�３

海
域

水
質

濃度範囲（μg/l） ０．０１～０．０４ ＜０．０５０ ＜０．０５０ ＜０．０５５ ＜０．０２０

検出地点数／測定地点数 １４�１４ ０�１４ ０�１４ ０�１４ ０�１４

基準超過地点数／測定地点数 ０�１４ ― ― ― ―

底
質

濃度範囲（μg/kg―dry） ＜１．９ ＜６．４～１７０ ＜３．３ ＜７．０～７．５

検出地点数／測定地点数 ０�１４ １０�１４ ０�１４ １�１４

表 6 調査結果（EDs詳細調査）

調査年度
平成１４年度
２００２

平成１５年度
２００３

平成１７年度
２００５

調査物質
ノニル
フェノール

４―tert―オクチル
フェノール

ノニル
フェノール

４―tert―オクチル
フェノール

非イオン
界面活性剤

陰イオン
界面活性剤

水質に係る基準値等（μg/l） ０．６０８ ０．９９２ ０．６０８ ０．９９２ ９０ １１０

基準値種別 PNEC PNEC PNEC PNEC a） b）

地
下
水

濃度範囲（μg/l） ＜０．１～０．５ ＜０．０１～０．０３ ＜０．１～０．３ ＜０．０１～０．０７ ＜５～５ ＜１～３

検出地点数／測定地点数 ２�４０ １�４０ ３�１２ １�１２ １�５０ １�５０

基準超過地点数／測定地点数 ０�４０ ０�４０ ０�１２ ０�１２ c） c）

河
川
水
質

濃度範囲（μg/l） ＜０．１～０．３ ＜０．０１～０．０８ ５～１５ １３～１１０

検出地点数／測定地点数 ４�８ ４�８ ９�９ ９�９

基準超過地点数／測定地点数 ０�８ ０�８ c） c）

海
域
水
質

濃度範囲（μg/l） ＜０．１ ＜０．０１～０．０２ ＜５～６ ＜１～４

検出地点数／測定地点数 ０�１４ １�１４ １�１４ １�１４

基準超過地点数／測定地点数 ０�１４ ０�１４ c） c）

a） ポリ（オキシエチレン）アルキルエーテルの水生生物に対する無影響濃度
b） 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩の水生生物に対する無影響濃度
c） 今回の調査対象が物質群であり，これらに対する評価基準が定まっていないため，基準値による評価は行わない。
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調査において指針値を超過したのは，１，４―ジオキ

サン，塩化ビニルモノマー，全マンガンおよびウ

ランの４物質であった。このうち１，４―ジオキサン

および塩化ビニルモノマーは，地下水において指

針値を超過した。１，４―ジオキサンは１，１，１―トリク

ロロエタンの安定剤として使用された経緯があ

り，また，塩化ビニルモノマーは還元雰囲気の地

下水中でジクロロエチレンの分解により生成する

ことが指摘されているなど，他の揮発性有機化合

物による汚染との関連に着目する必要があると考

えられた。なお，１，４―ジオキサンおよび塩化ビニ

ルモノマーは，平成２１年１１月に環境基準項目に変

更されており，いずれの物質も今回の調査で地下

水が指針値を超過していることから，今後も継続

した汚染実態の把握が必要と考えられる。全マン

ガンおよびウランは，それぞれ地下水および海域

で指針値を超過しているが，いずれも自然的要因

によるものと考えられた７）。

表 8に PRTR対象物質調査の結果を示す。２００６

年度～２００９年度にかけて毎年２物質程度を調査し

表 7 調査結果（新規要監視項目調査）

調査年度
平成１５年度
２００３

平成１６年度
２００４

調査物質
１，４―ジオキ
サン

p―ジクロロ
ベンゼン

アンチモン
塩化ビニル
モノマー

エピクロロ
ヒドリン

全マンガン ウラン

水質に係る基準値等（μg/l） ５０ ２００ ２０ ２ ０．４ ２００ ２

基準値種別 指針値 指針値

地
下
水

濃度範囲（μg/l） ＜０．０２～５６ ＜０．２ ＜０．０２～１．３ ＜０．２～７９ ＜０．０２ ＜０．２～３４００ ＜０．０１～１．０

検出地点数／測定地点数 ８９�９５ ０�９９ ６２�１００ ８�９９ ０�９９ ８５�１００ ５１�１００

基準超過地点数／測定地点数 １�９５ ０�９９ ０�１００ ２�９９ ０�９９ １３�１００ ０�１００

河
川
水
質

濃度範囲（μg/l） ０．１８～０．８３ ＜０．２～０．３ ０．０９～０．２２ ＜０．２ ＜０．０２ ９．４～１３０ ０．０３～０．１１

検出地点数／測定地点数 ９�９ １�９ ９�９ ０�９ ０�９ ９�９ ９�９

基準超過地点数／測定地点数 ０�９ ０�９ ０�９ ０�９ ０�９ ０�９ ０�９

海
域
水
質

濃度範囲（μg/l） ０．４５～３．１ ＜０．２ ０．２～０．９ ＜０．２～０．２ ＜０．０４ ６～３９ １．９～２．６

検出地点数／測定地点数 １４�１４ ０�１４ １４�１４ ２�１４ ０�１４ １４�１４ １４�１４

基準超過地点数／測定地点数 ０�１４ ０�１４ ０�１４ ０�１４ ０�１４ ０�１４ １３�１４

表 8 調査結果（PRTR対象物質調査）

調査年度
平成１８年度
２００６

平成１９年度
２００７

平成２０年度
２００８

平成２１年度
２００９

調査物質 塩化メチル
アクリル酸
メチル

１，３―ブタ
ジエン

アクリロ
ニトリル

N，N―ジメチル
ホルムアミド

アクリル酸
１，３―ブタジエン メタクリル酸

メチル表層 中層

水質に係る基準値等（μg/l） ５５０ ３．６ ― ７．６ ７１０００ ３８ ― ― １３０

基準値種別 PNEC PNEC ― PNEC PNEC PNEC ― ― PNEC

地
下
水

濃度範囲（μg/l） ＜０．０１ ＜０．０１ ＜０．１５

検出地点数／測定地点数 ０�４３ ０�４３ ０�５４

基準超過地点数／測定地点数 ０�４３ ０�４３ ０�５４

河
川
水
質

濃度範囲（μg/l） ＜０．０１ ＜０．０１ ＜０．０１ ＜０．１５ ＜０．０２６ ＜０．０６～０．３８ ＜０．００８

検出地点数／測定地点数 ０�４ ０�４ ０�９ ０�９ ０�９ ６�９ ０�９

基準超過地点数／測定地点数 ０�４ ０�４ ― ０�９ ０�９ ０�９ ０�９

海
域

水
質

濃度範囲（μg/l） ＜０．０１ ＜０．０１ ＜０．０１～０．６４a） ＜０．１５～１．３a） ０．０６１～２．１ ＜０．０６～０．１５ ＜０．０１～０．２１ ＜０．０１～０．１０ ＜０．００８

検出地点数／測定地点数 ０�３ ０�３ １３�２８a） ９�２４a） １４�１４ ９�１４ ６�１４ ４�１４ ０�１４

基準超過地点数／測定地点数 ０�３ ０�３ ― ０�２４a） ０�１４ ０�１４ ― ― ０�１４

底
質

濃度範囲（μg/kg―dry） ＜１ ＜１ ＜１ ＜３ ＜３

検出地点数／測定地点数 ０�３ ０�３ ０�１３ ０�１３ ０�１４

a） 秋季及び冬季に計２回調査した結果を延べで記載した。
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たが，PNECが設定されている物質については，

これを超過する事例はなかった。しかし，アクリ

ロニトリル，N，N―ジメチルホルムアミドおよび

アクリル酸については，海域の水質試料において

検出率が高く，継続的な監視が必要と思われた。

また，PNEC未設定の１，３―ブタジエンについては，

水中から底質への移行の可能性を評価することで

今後の底質調査の必要性を検討するために，表層

水および中層水を分析した。その結果，いずれの

地点でも表層の濃度が中層と比べて高かった。こ

の物質は密度が小さく，さらに土壌吸着係数も小

さいことから底質に移行しにくいことが示唆され

た。

4. お わ り に

これまで本市が実施した化学物質実態調査で

は，指針値の超過等により継続して監視が必要な

物質がいくつか見出され，市域における水環境実

態の解明の一助となったと考えている。しかし，

調査が必要な化学物質は未だ多く，今後も継続し

た取組みが必要である。また，平成２２年度に

PRTR対象物質が１００以上追加されるなど，新た

に実態調査が必要となる物質は今後も増加するこ

とが予想される。これらの現実に対応するために

は，多成分分析法の開発や LC/MS等の新規測定

機器の活用による測定可能物質の拡大など調査の

効率化が必須であり，同時に，客観的な根拠に裏

付けられたプライオリティリストに基づいた戦略

的な調査計画の立案が求められると考えている。
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